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前報(総合都市研究第35号)での生産企業における地震被害調査の経験をも踏まえ，大
都市における地震防災対策の現状分析を，産業構造の変化という視点から試みている。新
潟地震以降の耐震研究と具体的耐震化対策の流れについて概観したあと，特に非生産企業
の代表的5業種について地震防災計画の現状と課題について検討した。最後に，企業，行
政，住民の3者聞の総合的地震防災計画の確立のため相互協力関係のあり方について一つ
の提案を行っている O
1.はじめに
著者らは， I総合都市研究j第35号において，
1987年12月の千葉県東方沖地震での，茂原市にお
ける二つの代表的な大手生産企業の被害状況につ
いて詳しく報告した。地震被害の特徴と，その際
なされた対応などをもとにして，非生産企業を含
む企業組織が講じるべき地震防災計画として，
(1) 各種施設などの耐震信頼性向上のための計
画
(2) 災害時の防災事業計画
に分けて，いくつかの項目を挙げた。さらに，こ
れらの計画をどう進めるかについての，ソフト・
ハード両面からの防災戦略の総合化についての研
究に産・官・学が一体となって取組む必要性を強
調した。
本稿は，上記の視点のもとで若干の基礎的考察
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を展開したものである。まず，都市や産業施設の
地震防災対策や耐震化を考える上で，産業構造の
変化と地震被害経験との関連を歴史的に考察しな
がら，耐震工学研究の経緯と動向をまとめている O
次に，特に都市における各種非生産企業体の地震
防災対策の現状と問題点について，代表的5業種
について整理した後，生産，非生産を問わず，企
業体の防災力の体系を分析し，いくつかの具体例
を紹介する。最後に，企業体や公共機関の地震防
災計画がいかにあるべきかを考え，企業，行政，
住民の相互理解と協力の重要性を指摘し，そのあ
り方につきー提言を行うこととする O
2.産業構造の変化による地震被害と対
策の変遷
昨年(1989年)12月に開催された東京都立大学
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都市研究センター主催の講演会「東京の地震防災
を考える」において，筆者の一人(鈴木)は，産
業構造の変化が構造物や施設の地震被害や防災計
画と深い関連をもっていることを多数のスライド
によって示した。中野尊正名誉教授も，そのよう
な視点からの研究の取り組みが大切であることを
指摘された。本節では，筆者らのかなり偏見が入
ることを容認頂くことを前提に，地震被害の経験
と教訓lからの耐震工学の研究と生産企業の対応の
流れを，産業構造の変化という視点から概観して
みたい。
表 1は， 1923年の関東大地震以降の日本の大地
震のうち，主として都市や産業施設に大きな被害
をもたらした10地震を示している。地震そのもの
の発生頻度がある確率法則に従った事象であると
すると，地震被害の構造や形態には，必然的にそ
の時代時代の生活体系や産業構造が反映している
筈であり，その意味からも 1960年以降の地震にお
いて，工場施設，製鉄所，貯油施設(石油タン
ク)などに被害が多くあらわれているのは，重厚
長大型から軽薄短小型への変化はあるものの，日
本の技術立固化のプロセスと密接に係わりがある
ことは言うを待たない。
その視点から，耐震設計を中心とする工学的研
究の歴史的動向を， 1960年以降についてまとめて
いるのが，図 1であり，これは生産企業体のサイ
ドからの流れをあらわしている。この歴史的変遷
について，以下，若干の考察を行う。
周知のように，関東大地震以降，建築物に対す
る耐震構造化の重要性が指摘され，佐野利器らの
静的震度の考え方を導入した建築基準法が施行さ
れたのは1950年であった。各種エネルギー供給施
設を始めとする産業施設に耐震安全性の考え方が
とり入れられ始めたのは約10年後の1960年前後で
あった。 1960年に，日本で第 2回の世界地震工学
会議が開催されたが，現在でも地震工学分野の最
高峰として活躍している California工科大学の
G.Housnerは，このときすでに“Designof Nuc-
lear Power Reactors against Earthquakes"という
論文を発表している。当時の耐震設計に関する解
析的研究では，大型計算機が十分には普及してい
なかったため，アナグロ計算機に頼った応答計算
が主体であった。
日本では，後の文化勲章受賞者，武藤清の卓抜
した発想により，柔構造化設計法が導入されて初
の超高層ビル(震ケ関ビル)が実現されたのは
1968年であった。産業施設についていうと，高度
経済成長期の中でおこった， 1964年新潟地震，
1968年十勝沖地震での被害体験が，その後の耐震
設計の発展にとっての契機となった。特に新潟地
震では，大型石油タンクの爆発炎上，地盤の液状
化によるタンクと接続配管の変形破断など，直接
表1 都市・産業施設に被害をもたらした地震(日本)
地 震 名 発生年月日 マグニチュード 地 域 備 考
関東大地震 1923. 9. 1 7.8 関東南部 都市
東南海大地震 1944.12. 7 8.0 愛知県西部 都市，工場，発電所施設
南海道大地震 1946.12.21 8.1 四国・中国・紀伊 都市
井 地 震 1948. 6.23 7.3 福井市周辺 都市
日向灘地震 1961. 2.27 7.0 宮崎県西部 工場施設
新 潟 地 震 1964. 6.16 7.5 新潟県 都市，貯油施設，工場施設
十勝沖地震 1968. 5.16 7.9 北海道南部・青森県 工場施設，製鉄所
宮城県沖地震 1978. 6.12 7.4 宮城県 都市，工場施設
日本海中部地震 1983. 5.26 7.7 秋田県・青森県 港湾施設，工場施設
千葉県東方沖地震 1987.12.17 6.7 千葉県・関東南部 工場施設
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図1 生産企業からみた耐震研究の流れ
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図2 George Housner教授(左側)
に住民生活に影響を与える新しいタイプの地震被
害が生じ，柴田碧を中心とする機械工学系の研究
者も地震工学の領域で活動するきっかけとなった。
一方，原子力発電施設についていうと， 1970年
の本格稼動施設開業以降，重要度分類という新し
い設計思想を軸にして急速に耐震化がすすめられ
た。一般住民の核アレルギ，外国での各種の事故
の影響などもあり，原子力施設の設計思想、の発
展・普及はかなり苦労も多かったが，官・民・学
の協力体勢の下で現在では，ほぼ確立されてきた
といっても過言ではない。
1971年に米国Californiaで生じた SanFernando 
地震は，産業施設や電力，ガス，水道，通信など
のライフラインへの甚大な被害をもたらしたこと
から，地震防災計画や耐震工学の領域が大幅に拡
張された。土木，建築，機械など構造物だけが対
象となるのではなく，都市計画，経済学，心理学，
社会学を含むジャンルとの総合化が必要となって
きた。そのため， 日本でも国土庁や東京都など行
政機関が旗を振ったプロジェクト事業により，防
災アセスメントやマイクロゾーニングの実施がな
されてきた。
同時に，産業業種別の耐震設計や地震防災・保
安に関する規制，基準，指針が策定されていった
のも1970年前後であった。石油パイプライン，危
険物，高圧ガス施設，火力発電プラント，水道，
国鉄(JR)に関する諸施設に対する基準などが
ほぼ同時期に制定されていった。 1970年代の前半
は，また国外では，中東，南ヨーロッパ，中固な
図3 多度津工学試験センターと超大型振動台
どで大地震が頻発し大きな被害があったし，囲内
では，東海・相模沖地震の発生予測説による地震
予知・防災体制の強化が叫ばれた時でもあった。
従って，特に原子力施設などの地震対策に対する
国民の理解を得るためにも，構造物の耐震信頼性
を実証する必要性が生じてきた。なかでも， 1982 
年に財団法人・原子力工学試験センターが，香川
県多度津に設立した大型振動台(図 3)は，最大
積載重量1，000トン，水平・垂直同時加振可能で
それぞれの加振力が約3，000トンという規模のも
ので，実機相当か，それに近い大型模型に過去に
経験しなかった程の巨大地震を想定した，耐震強
度実証試験が主として原子力プラント機器・設備
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を対象に行われてきている。メーカー側の各企業
においても，さまざまな目的のために，自社開発
設備の耐震性の確認をコンピュータ解析のみでは
なく，実験的にも保障しようという傾向が強まっ
てきたのもこの頃からであった。
1970年代後半から1980年代にかけてのいわゆる
high technologyの開発の活発化により，高性能で
付加価値の高い構造システムが次々と生まれてき
た。多機能スーパーコンピュータ，新素材・複合
材料製構造物，流体や複雑な制御機構をもっ複合
システムなどの耐震安全性の確保が非常に重要に
なってきた。すなわち，産業構造の体系が，“重
厚長大型"から“軽薄短小型"へ変化するにつれ
て，防災対策の対象物も“構造型システム"から
“機能型システム"へと，社会ニーズに応える方
向に転換していった。免震 (seismicisolation) 
といわれる技術の開発は，まさにそれに呼応して
発展してきたといえる。例えば，図4は鹿島建設
技術研究所が2，3年前に筆者らとの共同研究の
一環として開発した，コンピュータ関連機器用の
免震床であるが，このような装置がそれ程多額な
投資をせずに導入できる時代になってきた。
最近では，さらにロボット工学などとの関連か
ら，動的な装置，柔軟な構造物を制御技術を採り
入れて，より積極的にシステム全体の振動を抑制
しようとする activecontrolの実現も追求されて
いる。一方，耐震化対策をより効果的に進めるた
めのフィロソフイを確立し，設計の合理化，経済
図4 コンビュータ関連機器免震装置
(鹿島建設技術研究所提供)
性を勘案した地震防災計画研究の重要性も一層高
まってきている。米国 Princeton大学の Shinozu-
kaは，今後の地震工学の研究は，コンビュータ
を駆使して振動解析を行うという従来型の姿勢か
ら，災害をいかに最小限に抑え，社会資本を素早
く復旧させるか，という視点から進められるべき
であると指摘しているが，企業体や公共機関の採
るべき道を示唆していると思われる。
3.非生産系企業の地震防災システム
ここでは，非生産系の企業体における地震防災
計画，防災対策などのシステムについて考察する。
表2と表3は，非生産企業体のうち，電気，ガス，
通信などライフライン系企業とホテル，デパート
など第3次産業に属する企業体，特に，都市防災
の観点からそれらの大手を対象にして，関連法規，
防災のための基本理念，さらに復旧計画などをま
とめている。
ライフライン系の企業においては，電気，ガス，
通信というそれぞれの独自の立場から，表からも
わかるように生産施設の耐震構造化，災害時の復
旧対策が取組まれており，一般利用者への広報体
制や復旧技術マニュアルの整備もなされているよ
うである。これらの取組みは， 1971年の SanFer-
nando地震の経験が一つの引き金になり，自治体
の要請のもとで積極的になされている点は評価さ
れてよい。しかし，これらの防災努力は，各ライ
フライン企業， もしくは企業連合として進められ
ているのが現状であり，都市生活に係わる全ての
ライフライン企業がそれぞれの持ち味を発揮して
総合的な防災戦略を構築するには至ってはいない。
これには，それぞれを規制する法体系のちがい，
監督官庁のちがいなどが影響していると予想され
るが，こうした壁を乗り越えた防災対策の総合化
が大きな課題であろう。また，供給を受けている
住民の側からの視点をも勘案し，長期間の供給停
止による物理的(ハードな)対策のみではなく，
社会学的および心理学的(ソフトな)対策につい
ての戦略も重要な課題であろう。
一方，デパート，大型スーパーマーケット，ホ
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表2 ライフライン系企業の地震防災指針と対策一覧
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電力会社 電信電話会社
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特別指置法
O 電気事業法
O 原子力施設耐震寝前基接
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表3 第3次産業系企業の地震防災指針と対策一覧
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テルなどサービス業を含む第3次産業においても，
各企業体は独自の防災理念のもとに，綿密な防災
対策を構築している O 後に述べるような総合防災
訓練・防災教育なども積極的に実施していると判
断される。東京などの大都市においては，これら
の企業は多くの場合，単独で存在するのではなく
周辺の地下街などをとりこんだ大規模な閉鎖的屋
内空間を形成している O これらの空間では常に多
数の人が，時には身動きも自由にならぬ高密な状
態で異方向に流動したり，滞留したりしている。
従って，突発的な異常事態が生じた時の避難ルー
トは必ずしも明確とはいえない。さらに，労働省
などの調査によるまでもなく，これら第3次産業，
特にデパートなどの従業員のうち，いわゆるパー
トタイマの占める割合が高くなってきており，こ
うした人々への防災・避難教育の徹底などの新し
い課題も生じてきている。また，特にデパートや
スーパーマーケットにおいて，非常口や避難経路
に相当する所が，商品展示や物置き代りになって
いるケースも露見されており，日常的チェックも
重要であろう。
表2と表3の全企業体の防災対策で欠如してい
ると思われるポイントは，災害時の群衆心理，パ
ニック防止への対応である O 安倍らがすでに20年
来強調している防災に対する人間集団の行動科学
的アプローチが，他の領域に比べると研究テンポ
が緩慢になっていることは否めず，心理学者や社
会学者との共同研究プロジ、エクトの必要性は，特
に第3次産業系の企業体の防災対策のためにも急
務である O
企業体ではないが，サービス的公共機関の地震
対策に免震技術を採用した例を示そう。図5は，
米国 California州SanBernardino郡の裁判所を中
心とした住民サービス・センターであり， Sierra 
MadreとSanAndreasというこつの大断層の近効
20回という， seismicityの高い地域に建てられて
いる。この裁判所は，日本の裁判所より公共的な
機能をもっており，連日多数の住民が法律相談な
どに訪れる。 SanBernardino郡は， California大
学 Berkeleyの教授で免震装置の開発で著名な
Kellyの指導を受けて，図 6に示すような積層ゴ
図5 フットヒルセンター(米国初の免震構造物)
図6 積層ゴム製免震装置とフェイルセーフ
ム製の免震装置5種類98個を配置し，建物全体を
完全に免震化した。中央部の鉄骨構造は，万一，
免震装置が破壊したときでも，建物が地盤に着地
するように配慮して設置されたフェイルセーフで
ある。
このような公共的機関を免震構造化することは，
構造的に耐震安全性を高めることと同時に，地域
住民に対する行政的信頼性の維持にも非常に効果
的といえよう。 1989年に筆者も当地を訪れたが，
建物の正面に免震化の趣旨と，免震装置が展示し
てあり敬蒙に役立つような配慮がなされていた。
最後に，最近日本で進められている公共機関と
企業における自主的防災努力について紹介する O
これらの機関や企業では，冷凍，殺菌その他の理
由で各種の危険物や有毒ガスなどを貯蔵している
ところも多いが，これらを可能な限り毒性の無い
ものに変えていく努力をしている。例えば，プー
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ルや浄水場など小中学生が団体で訪ねる可能性の
高いところで，殺菌用塩素は無害のジ亜塩素酸ナ
トリウムに代えられつつある。さらに周知のよう
に，冷凍冷媒用のアンモニアも毒性の無いフロン
に代えられてきたが，フロン規制による新しい問
題も起ってきた。さらに，病院などにおける薬品
容器類の転倒・落下防止対策の向上・普及もここ
10年来目覚しいものがある。また，放射線同位元
素 (R1 )の安全保管対策も，地震対策を念頭に
最近非常に充実されてきた。
4.企業における防災システムの現状と
課題
次に，企業における防災力のあり方について，
特に地震防災を軸に概観してみる。 1988年の夏に
静岡県で開催された，日米地震防災会議において
米国 California州立大学の Selvadreyは， 日本の
企業は自主的な防災システムが非常に良く整備さ
れているが，米国の企業のそれはずさんであると
の発表を行った。彼は， California州内の企業約
150社と日本の企業約130社の実態を調査した結果，
日本の企業は
① 3-5年の防災計画を 2回 3回と積み重ね
て防災対策を長期的に組み上げている。
②過去の災害から今後予想される事故を学ぴと
り，規制・基準を改定して対策を進めている。
のに対し，米国の企業では
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①火災など2次的被害を連想する意識が弱い。
②企業内の安全管理担当者の権限や予算が不十
分である O
という。
確かに，日本の企業，特に大規模な生産企業体
では，監督官庁や自治体の管理が厳しいこともあ
り，防災施設・防災システムはそれなりに整備さ
れているといえようが，問題点がないのか検討し
てみたい。
図7に企業における防災力の体系の一例を示す。
日本では，企業体は通常，ハードとしての防災施
設とソフトとしての防災システムをもっている。
前者には各企業体に固有の防災施設があり，非常
用発電施設などの緊急作動系のほかに，被害が近
隣や居住地域に拡大するのを防護するシステムが
ある。図8に示すのは，神奈川県の大手石油精製
企業が施工した対策の一例である。この工事対策
によって，個々のタンクから万一全量の石油の漏
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?
???
? ??? ???
」
?
「
?
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??
????「「「
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?
図7 防災力の体系の例
図8 石油タンクヤードの被害拡大防護システム
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洩があっても 1次及び2次の防油堤によってプ
ラント外へ流出することを妨げるようになってい
るO さらに，地盤の液状化による不同沈下がタン
クの傾斜や接続配管の破断をもたらさないように，
タンク基礎地盤の水位を低下させて，液状化が起
らないように施工しである。このような 2重3重
の防護システムは，企業体の自主性もあるが，諸
外国には見られないものである。
後者の防災システムの中には，マンパワーとし
ての防災チーム・要員や防災教育・訓練システム
が含まれる。図9は，某大手企業の防災チームの
構成の例である。この例のように大地震が生じた
とき即座に防災対策本部が組織され，各系統の機
能が発揮されるようになっていれば防災対策は有
効であろう。そのためには，この組織が機能でき
るような日常的な防災訓練・防災教育の実行に係
わってこよう。表4は，大手石油精製企業におけ
る防災教育の年間計画であるが，他の業種の企業
体においても独自の防災訓練・教育計画を確立す
ることが大切であり，できうればそれぞれの経験
交流の機会がもたれれば良いと考えられる。防災
システムのもう一つの構成要素である，防災ネッ
トワークとしての指揮・動員システムや通報・情
報システムについては近年の発展は著しい。ハン
| 総本部 l 陸上緊急対策
海上緊急対策
機械操作
対外折衝
救援隊
工場操業
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デイな移動型電話，ポケットベル，ファクシミリ
など比較的安価な情報伝達装置が普及してきたこ
ともその背景にある。図10は，企業における一般
的な緊急通信・連絡のフローチャートである O 今
後の課題は，こうしたネットワークが災害時にも
健全に働らくか否かのチェックをどうするか，誤
解あるいは故意による誤った情報が流れないよう
な管理システムの構築などがある。
5. おわりに
以上，生産企業，非生産企業および公共機関の
地震防災体系の現状と若干の課題について，産業
構造の変化という視点をもとに概観してみた。図
1は，企業や公共機関の総合的な防災計画の概念
を項目を挙げてまとめたものである O 本稿で触れ
る余裕はなかったが，防災保険，物資備蓄などの
課題についても検討する必要があろう。
最後に，本稿の結論として，現時点で著者らが
考えている，総合的地震防災計画への，行政機関，
企業体および住民それぞれの係わりのあり方をま
とめたのが図12である。細かい説明は，図中にあ
るので省くが，企業体がわれわれの日常生活で非
常に大きな係わりをもっている現在，都市防災計
8班(5名/班〉
必要設備
・人員を持つ特別班
5迩(計 43名〉
3班(計 14名〉
1斑(6名)
3班(計 33名〉
各職場毎に組織
{人員・規模は流動的〉
図9 防災チーム・組織図の例
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表4 ある石油精製企業における防災教育の年間計画
訓練項目 実行計画
総合演習
地震対策
公共機関との合同訓練:例消防署 1回/年
泊流出演習
夜間・休日出動訓練
緊急集会 2回/年
従業員訓練 2箇/年
新入社員特別訓練 1固/年
社員一般訓練
消防訓練 s時間/年/人
石油火災訓練 2国/年
避難訓練 2回/年
人命救助.応急手当，蘇生法訓練 4時間/年/人
私般消防隊
消火活動用義備点検 1 2時間/年/人
火災予防・消防訓練 7 5阻/年/勤務
職場単位演習
緊急訓練 2回/年/勤務
職場内緊急訓練 4回/年/勤務
保安訓練 6 -1 2図/年/勤務
緊急通信訓練 1 2回/年
」
緊急対策班
図10 緊急通信・連絡の流れ図
(通常勤務時間に適用)
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図1 企業友ぴ公共機関における防災計画の概念
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EARTHQUAKE DISASTER COUNTERPLANNING OF 
MAJOR INDUSTRIES AND PRIV A TE SECTORS 
IN THE METROPOLIT AN AREA 
Kohei Suzuki *， Tomohiko Mitsumori * 
*Center for Urban Studies， Tokyo Metropolitan University 
C(JfItrehensive Urban Studies， No. 38， 1989， pp.75-88 
This paper summarizes the development of earthquake disaster prevention programs mainly from the viewpoint of 
major Japanese industries and private sectors. 
First， the discussion focuses on the historical development of earthquake counter-measures in the area of indust-
rial technology and engineering over the past three decades. In J apan， rapid development in this field can be observed 
after the 1964 Niigata and 1968 Tokachi.oki Earthquakes which inflicted remarkable damage on major industries in-
cluding the peqrochemical complexes. The survey covers several technological innovations and works such as con. 
struction of huge aseismic design test facilities， base.isolation techniques， and the establishment of codes and stan-
dards for the aseismic design of nuclear and non-nuclear facilities 
Second'， counterplanning systms in non.productive industries， such as utility companies， hotels and huge depart-
ment stores are investigated. Disaster prevention systems in these sectors are usually divided into two parts: a hard-
ware system of disaster prevention facilities and a man.power system that functions as information network. Also， 
key strategies and long and short term counter.measures within this were surveyed and compared. 
Finally， the report suggests some issues demanding urgent aUention. According to these， integrative and effec-
tive counter measures should be established through coop巴rativedisaster prevention planning among private indust-
rial sectors， political and administrative organizations and local residents' organizations. 
